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公告 

地方自治法（昭和 22年法律第 67号）第 199条第 14項の規定により、長野県知事から、

令和６年度財政援助団体等の監査の結果に関する報告に基づき、次のとおり措置を講じた旨

通知がありました。 

 また、監査の結果に関する報告に添えて提出した意見に対する方針について通知がありま

した。 

令和７年 11月６日 

長野県監査委員 増 田 隆 志 

同    青 木 孝 子 

同    柄 澤 千恵子 

同    酒 井   茂 

１ 監査結果（指導事項）に関する報告に基づく措置の内容 

監査対象団体名 監査の結果 措置の内容 

松本空港ターミ

ナルビル株式会

社 

団体等に対する指導事項 

１ 取締役会の開催 

会社法(平成 17年法律第 86号)第 363

条２項において、取締役会設置会社は３

か月に１回以上、自己の職務の状況を取

締役会に報告しなければならないとさ

れています。しかしながら令和５年度の

取締役会は年４回開催されていますが、

開催間隔が３か月を超えているものが

あり、ガバナンスや迅速な意思決定の点

からも適切な開催について配慮してく

ださい。 

 

１ 会社法により３か月に１回以

上と定められている中、年４回

の開催で足りるものと誤認して

おりました。 

  今後は、３か月に１回以上の

取締役会を開催します。 

一般社団法人長

野県観光機構 

団体等に対する指導事項 

１ 公益法人会計基準に定める財務諸表

の作成等 

経理規程第２条の規定により機構の

会計が準拠する、公益法人会計基準の運

用指針 13 に定める貸借対照表内訳表が

作成されていませんので、改善してくだ

さい。 

また、正味財産増減計算書が運用指針

13 の様式と異なっていますので、改善

してください。 

 

１ 貸借対照表内訳表について

は、①貸借対照表内訳表を作成

し、実施事業資産を区分する方

法、②貸借対照表に実施事業資

産を注記する方法のうち、会計

士と相談し令和６年度決算書で

は②の方法を採用し、改善しま

した。 

また、正味財産増減計算書に

ついては、令和６年度決算書か

ら運用指針13と同じ様式に変更

し、改善しました。 

長野県職業能力

開発協会 

団体等に対する指導事項 

１ 参与の任命 

職業能力開発促進法第 85 条第３項に

「都道府県協会に、参与を置く」と規定

されており、かつ定款第 26 条第１項に

「本会に、参与を置く」と規定していま

すが、置いていませんので、定款第 26条

 

１ 産業人材育成課と長野県職業

能力開発協会とで調整を図りな

がら「参与」の設置（任命）につ

いて手続きを進めてまいりま

す。 
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第３項の規定に従って任命してくださ

い。 

須坂商工会議所 団体等に対する指導事項 

１ 商工業者法定台帳（法定台帳）の訂正 

商工会議所法第 10 条第５項及び定款

第 25条第３項の規定により毎年９月 30

日までに行う必要がある法定台帳の訂

正を年度末まで行っていませんでした

ので、今後は所定の期限までに行ってく

ださい。 

２ 予算管理規程の作成 

商工会議所会計基準第９条に規定す

る予算管理規程を作成していないので、

改善してください。 

 

１ 法定台帳の記載事項に変更が

ある場合は、毎年８月 31日まで

に申請を依頼し、申請内容に基

づいて記載事項を訂正のうえ、

９月30日までに法定台帳を更新

します。 

 

２ 令和７年３月21日開催の令和

６年度第２回通常議員総会にて

予算管理規則の制定が承認さ

れ、令和７年４月１日より施行

しています。 

下諏訪商工会議

所 

団体等に対する指導事項 

１ 商工業者法定台帳（法定台帳）の訂正 

商工会議所法第 10 条第５項及び定款

第 25条第３項の規定により毎年９月 30

日までに行う必要がある法定台帳の訂

正を年度末まで行っていませんでした

ので、今後は所定の期限までに行ってく

ださい。 

２ 予算管理規程の作成 

商工会議所会計基準第９条に規定す

る予算管理規程を作成していないので、

改善してください。 

３  附属明細表の作成 

商工会議所会計基準第 23 条に規定す

る貸借対照表に附属する明細表（積立金

明細表）を作成していないので、改善し

てください。 

 

１ 商工業者法定台帳の訂正につ

いては毎年９月30日までに訂正

を行うようにします。 

 

 

 

 

２ 予算管理規定を作成し、令和

７年４月30日開催の「常議員会」

において承認いただき、予算管

理規定を設置しました。 

３ 貸借対照表に附属する積立金

明細表を作成し、令和６年度収

支決算書から記載しました。 

東御市商工会 団体等に対する指導事項 

１ 引当金と対照勘定である引当預金の

計上 

引当金の対照勘定である引当預金につ

いては、特定預金として引当金と同額で

計上すべきところ、一部、特定預金に計

上されていないものがありますので、改

善してください。 

 

１ 監査の指摘を受け、引当金と

対照勘定である特定預金に計上

されていない引当金と同額の金

額を、令和６年度期末の令和７

年３月 31日、普通預金から特定

預金に計上し、預け替えしまし

た。 

その後、商工会監事２名によ

る監査会を実施し、会計の状況

について適正であると報告があ

りました。 

なお、令和７年５月 15日開催

の総代会の第1号議案において、

上記措置について事務局より説
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明を行い承認されました。 

 
２ 勘定科目名の基準不適合 

当商工会が計上している引当金の勘

定科目名は、いずれも商工会が準拠すべ

き「商工会経理基準」別表２の勘定科目

名と異なっているとともに、「商工会館

修繕費等引当金」に相当する内容が他の

引当金に含まれており、独立計上されて

いませんので、改善してください。 

２ 商工会が準拠すべき「商工会

経理基準」別表２の引当金勘定

科目名と異なっている勘定科目

の引当預金については解約し、

その引当金の性質及び内容を精

査し、相当する引当金勘定科目

へ変更しました。１、商工会運営

安定引当金 ２、資産取得引当

金の二つの勘定科目に独立計上

し、１、商工会運営安定引当金預

金と２、資産取得引当金預金へ

預け替えをしました。 

富士見町商工会 団体等に対する指導事項 

１ 財務諸表の引当金勘定の内容と実態

との不一致 

貸借対照表及び財産目録の引当勘定

には「資産取得引当金」が記載されてい

ますが、同引当金の内容は、実際には「資

産取得引当金」だけでなく、「商工会運

営安定引当金」に相当する内容も含まれ

ると認められますので、「商工会運営指

針」に基づき、適切な引当金勘定による

計上に改善してください。 

 

１ 全て、運営安定引当金の科目

作成をして、勘定を移行しまし

た。 

公益社団法人長

野シルバー人材

センター 

団体等に対する指導事項 

１ 指定管理業務に係る事業報告内容（収

支実績金額）の誤り 

令和５年度の長野県若里公園に係る

指定管理事業報告書の収支実績金額に

ついて、 当法人の正味財産増減計算書

内訳表の当該業務決算額と一致すべき

ところ、二重計上等により複数費目の支

出額に不一致が生じていましたので、正

確な内容に修正した事業報告書を県に

提出するとともに、再発防止に向けた対

策を徹底してください。 

所管部局（建設部）に対する指導事項 

１ 指定管理業務に係る事業報告の内容

確認 

令和５年度の長野県若里公園に係る

指定管理事業報告書の収支実績金額に

ついて、指定管理者である公益社団法人

長野シルバー人材センターから二重計

上等により誤った金額で報告されてい

ましたので、改めて報告内容の確認を徹

底するとともに、指定管理者に再発防止

のための適切な指導を行ってください。 

 

１ 決算書類には正確に計上して

いるものの、事業報告書の収支

実績金額について記載ミスがあ

ったため、同報告書を修正した

うえ再提出を行いました。 

今後、報告書類について複数

の目でチェックを行い、再発防

止に努めます。 

 

 

 

 

１ 二重計上部分については、記

載ミスであるとの確認ができた

ため、事業報告書の修正を行う

よう指導しました。 

今後、指定管理者の再発防止

に向けて、報告書類について複

数の目によるチェック体制を構

築し、ケアレスミスを防止する

よう指導しました。 
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２ 監査結果（検討事項）に関する報告に基づく措置の内容 

監査対象団体名 監査の結果 措置の内容 

公益財団法人長

野県下水道公社 

団体等に対する検討事項 

１ 内部規程の整備 

ア 当該公社会計規程第 40 条（固定負

債）に「退職手当引当金」とあります

が、公益法人会計基準に基づく「退職

給付引当金」が適切のため規程の見直

しを検討してください。 

イ 上記同規程において「債権」との記

載がありますが、記載が適切か検討し

必要に応じて見直しを検討してくだ

さい。 

 

１ ご指摘のとおり「退職給付引

当金」が適切と考えます。また、

債権については、計上すること

が想定されないため、上述の退

職給付引当金の改正に併せて削

除します。 

公立大学法人長

野県立大学 

団体等に対する検討事項 

１ 決算書類の改善 

ア 決算数値には影響しないものの、附

属明細書の一部に誤った数値の記載

がありましたので、正確な書類の調製

に留意してください。 

イ 附属明細書の寄附金明細について、

わかりやすい財務諸表を作成する観

点から、注意書きを付してください。 

 

１ 決算書類の改善 

ア ご意見いただきました附属

明細書につきましては、令和

６年度決算において修正する

とともに、複数人による確認

体制を徹底するなど再発防止

を図ってまいります。 

イ 令和６年度決算分から注意

書きを付すことといたしま

す。 

一般社団法人諏

訪観光協会 

団体等に対する検討事項 

１ 指定管理に係る支出への協会事務局

経費の計上 

霧ヶ峰自然保護センター指定管理に

係る収支計算書中、支出の部の人件費に

は、センター職員に係る額のみを計上

し、協会事務局職員の人件費を計上して

いません。しかし、指定管理に係る会計

事務等については協会事務局の職員が

担当していますので、協会と県は協議の

上、当該指定管理に係る協会事務局職員

の人件費についても合理的な基準に基

づき算定の上、収支計算書に計上すると

ともに、過年度分の収支計算書について

も訂正計上することを検討してくださ

い。 

 

１ 令和６年度支出については、

勤務実績に基づいた按分割合を

算出し、観光協会理事会の補正

予算承認を経て、事務局職員人

件費分を収支計算書へ計上しま

した。 

令和７年度支出については、

令和６年度の割合を基に事業計

画書並びに当初収支計算書に予

算計上し、観光協会総会におい

て議決済みです。 

過年度（令和４年度及び令和

５年度）支出計算書の変更も検

討したが、次の理由から合理的

な基準の算出が困難であり、遡

りでセンターの収支計算を変更

することは難しいと判断しまし

た。 

【理由】令和４年度及び令和５

年度は指定管理者制度導入直後

であり、組織体制の変更に伴う

センター会計関係事務の業務量 
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所管部局（環境部）に対する検討事項 

１ 指定管理に係る支出への協会事務局

経費の計上 

霧ヶ峰自然保護センター指定管理に

係る収支計算書中、支出の部の人件費に

は、センター職員に係る額のみを計上

し、協会事務局職員の人件費を計上して

いません。しかし、指定管理に係る会計

事務等については協会事務局の職員が

担当していますので、協会と県は協議の

上、当該指定管理に係る協会事務局職員

の人件費についても合理的な基準に基

づき算定の上、収支計算書に計上すると

ともに、過年度分の収支計算書について

も訂正計上することを検討してくださ

い。 

が通常時より多かったことが推

測されますが、当時の業務内訳

を子細に把握・分析できず、合理

的な基準の設定が困難です。 

１ 令和６年度及び令和７年度の

収支計算書に該当観光協会職員

の人件費を按分して計上するこ

ととし、過年度分は遡りの訂正

が難しい旨了承しました。 

業務に従事する割合に応じて

適切に按分処理することとしま

した。 

長野県職業能力

開発協会 

団体等に対する検討事項 

１ 公益法人会計基準（平成 20 年改正）

の適用 

当協会の会計処理は、公益法人会計基

準に準拠して行われていますが、会計処

理の一部に平成 16 年の旧基準によるも

のが見受けられます。財務状況の透明性

等を確保するため、一般に公正妥当と認

められる会計処理の基準である平成 20

年改正基準の会計処理全般への適用を

検討してください。 

 

１ 会計システムの更新に合わ

せ、令和７年度の会計処理から

平成20年改正の公益法人会計基

準を適用します。 

富士見町商工会 団体等に対する検討事項 

１ 減価償却の実施 

当商工会では、固定資産（建物及び器

具備品）の償却を、当該資産の除却・廃

棄時を除き、行っていません。このこと

は、商工会の経理において以前は固定資

産を貸借対照表に計上せず、減価償却を

通常行わない会計処理方式がとられて

いたことの名残と認められますが、現在

の「商工会運営指針」では、「毎年決算

時に資産の価値評価をして、帳簿価格か

ら適正な資産の償却を行うべき」とされ

ていますので、改善を検討してくださ

い。 

 

１ 令和６年度分から減価償却を

実施し、決算書に反映させまし

た。 
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特定非営利活動

法人 Nature 

Service 

所管部局（建設部）に対する検討事項 

１ 管理業務仕様書で示す保守点検業務

の作業基準と実態との相違 

南信州広域公園における指定管理者

の募集及び実施に際し「保守点検業務作

業基準表」を示していますが、実態と相

違している部分が散見されます。多くは

前指定管理者の時代から判明していた

内容ですが、現指定管理者の募集・選定

時にも同内容のまま管理業務仕様書の

添付資料としていました。 

同公園は地理的・現地条件的に現状確

認が難しい状況下にあり、現時点で調査

中の内容があるなど、やむを得ないと認

められる面はありますが、基準表の内容

は、指定管理者が当該施設の管理に要す

る人員配置計画や経費見積等に直接影

響する内容でもありますので、次期指定

管理者の募集時には、実態に合致させた

内容とするよう検討してください。 

 

１ 保守点検業務の作業基準につ

いて、前指定管理者の時代から

実態との相違があったにもかか

わらず、確認が不十分であった

ことにより、現指定管理者の募

集に際しても相違したままとし

てしまいました。 

監査結果を受け、実態を確認

するとともに作業基準の見直し

に向けた検討を進めており、次

期指定管理者の募集時には、実

態と合致した内容に改める予定

です。 
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３ 監査の結果に関する報告に添えて提出した意見に対する方針 
監査対象団体名 監査の結果 対応の方針 

公益社団法人長

野県林業公社 

団体等に対する意見 

１ 公社の事業内容、経営状況等に対する

県民理解の促進 

長野県林業公社の主要事業である「分

収林事業」は、事業の性質上、分収林が

伐期を迎えて木材の売却収入が得られ

るまでの間、県の長期貸付金を主な財源

として実施せざるを得ないという構造

的な課題があります。 

令和３年５月に公社が策定した「第２

次長野県林業公社経営改革プラン」（以

下「経営改革プラン」という。）の中で、

現状の低迷する木材価格等一定の条件

で試算した長期収支予測によると、最終

事業年度（令和 58 年度）に県の貸付金

約 126 億余円が回収不能になると見込

まれ、極めて厳しい経営状況にありま

す。 

一方、公社が行う事業は、条件不利地

を中心に自ら森林の管理を行うことが

困難な森林所有者に代わって森林資源

の適正な保育・管理等を行うものであ

り、国土の保全、水源の涵養、水害や土

砂災害の予防、ゼロカーボンへの貢献な

ど多面的な公益的機能の維持増進に重

要な役割を果たし、公共性の高い社会基

盤整備として今後も継続していく必要 

 

１ 公社の事業運営は、その性質

上、伐期の到来による収益の確

保まで長い年月を要することか

ら、それまでの間、県からの借入

金等に頼らざるを得ず、また社

会経済情勢の変化に伴う様々な

リスクも負っています。 

一方で、公共性、公益性の高い

社会基盤整備として欠かせない

事業であることから、その内容

や森林資産情報を含む経営状況

等について、今後とも丁寧で分

かりやすい情報発信を心掛け、

県議会はもとより広報誌、SNS等

最も効果的な機会と媒体を得て

幅広く県民の皆様にお届けし、

公社事業への理解が一層深まる

よう努めてまいります。 

 

 があります。 

このような状況を踏まえ、公社の経営

状況や事業の必要性、公益性等につい

て、積極的に情報発信して県民に丁寧に

説明することで、県民理解の促進に努め

てください。 

２ 経営改革プランの進捗管理と着実な

推進 

中長期的な観点も含め、経営改革プラ

ンの進捗状況を適切に把握・分析しなが

ら、同プランの目的とする「経営改革の

推進と実行体制の強化」に向けた取組に

努めてください。なお、J-クレジットの

追加認証と販売促進は、ゼロカーボン社

会への貢献及び公社の経営改善双方の

観点から有効と考えられます。積極的に

取組を進め、収益の確保に努めてくださ

い。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 経営改革プランについては、

毎年、専門家会議における評価

と検証を仰ぎ客観的な進捗管理

を行っています。第三者の視点

から見た指摘や助言を大切に受

け止め、身を削る改革と第２次

経営改革プランの掲げる目標の

達成に向け、必要な取組を着実

に進め成果を追求してまいりま

す。 

とりわけ、主伐を見据えた契

約森林の評価・検証、計画的な路

網整備、企画提案型の搬出間伐

事業等森林資産の価値を一段と

高めるための取組、職員の資質
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所管部局（林務部）に対する意見 

１ 公社の事業内容、経営状況等に対する

県民理解の促進 

長野県林業公社の主要事業である「分

収林事業」は、事業の性質上、分収林が

伐期を迎えて木材の売却収入が得られ

るまでの間、県の長期貸付金を主な財源

として実施せざるを得ないという構造

的な課題があります。 

令和３年５月に公社が策定した第２

次経営改革プランの中で、現状の低迷す

る木材価格等一定の条件で試算した長

期収支予測によると、最終事業年度（令

和 58 年度）に県の貸付金約 126 億余円

が回収不能になると見込まれ、極めて厳

しい経営状況にあります。 

向上、分収割合の変更等に向け

た協議の進捗、受託事業を通じ

た市町村の支援、低評価森林に

おける木質バイオマス燃料とし

ての活用の検討などに取り組み

ます。さらに、新たなステージと

して事業者との共同創出により

J-クレジットの更なる普及拡大

に取り組むなど、ゼロカーボン

達成への歩みを加速させます。

今後も公社収益の確保、最大化

にも資すべく努めてまいりま

す。 

 

１ 林業公社では、令和３年５月

に策定した第２次経営改革プラ

ンにより経営改革に取り組んで

おり、取組状況を毎年県ホーム

ページにて公表しております。 

令和８年度を始期とする第３

次経営改革プランの策定に向け

て、引き続き経営改革を推進す

るべく林業公社とともに内容を

検討しています。 

今後も林業公社と連携しなが

ら、積極的な情報発信に努めて

まいります。 

 

 一方、公社が行う事業は、森林管理が

困難な森林所有者に代わって行う森林

資源の適正な保育・管理等を通じ、国土

の保全、水源の涵養、水害や土砂災害の

予防、ゼロカーボンへの貢献など、公益

的機能の維持増進に重要な役割を果た

してきており、今後も継続していく必要

があります。 

このような状況を踏まえ、公社の経営

状況や事業継続の必要性等について、積

極的に情報発信して県民に丁寧に説明

することで、県民理解の促進に努めてく

ださい。 

２ 制度改善等に向けた継続した取り組 

 み 

他の都県林業公社等も本県公社と類

似する経営課題を有しており、超長期の

事業期間における社会経済情勢の変化

に伴うリスクを負わざるを得ないとい

う特殊性を持っています。ついては、分

収林事業の対象となっている森林管理

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 本県は、林業公社が存続して

いる都県で構成する森林整備法

人全国協議会に加盟しており、

当協議会の活動として、継続的

に国に働きかけるため、林業公

社制度を所管する林野庁と地方

財政措置を所管する総務省への

要望活動を毎年実施していま
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に係る制度の見直しや経営安定化に向

け実効性のある支援施策の導入等を継

続して国へ働きかけるとともに、県の関

与や人的・財政的な支援については、引

き続き公社と情報を共有し、状況に応じ

た適切な対応がなされるよう検討しな

がら、計画的に実施してください。 

す。 

加えて、林業公社の経営状況

やそれぞれ抱えている課題への

対応状況等について他県と意見

交換を行う場に林業公社ととも

に毎年参画し、情報収集に努め

ています。 

県としては、林業公社による

第２次経営改革プランに基づく

取組と第３次経営改革プランの

策定の支援と、資金の貸付や利

子補給による財政支援を引き続

き実施してまいります。 

一般社団法人長

野県観光機構 

団体等に対する意見 

１ 令和５年度包括外部監査の結果等を

受けた機構運営の改善 

令和５年度の包括外部監査結果にお

いては、機構の事業等に対し、実績報告

書や財務諸表等間の額の不一致、会計区

分間における経費の配賦基準の適正性

など、多くの結果・意見が付されたとこ

ろです。 

機構ではこれを受け、①ガバナンス体制

の強化、②コンプライアンスの強化、③

県のチェック体制の強化等、の３点を再

発防止策として掲げ、顧問公認会計士と

の協働による会計書類の遡及確認と誤

りの是正が行われたほか、月次決算・監

査の実施、新たな会計システムの導入、

本部経費の各会計区分への経費配賦基

準の見直し、県と機構の幹部職員による

定例ミーティングの実施等、組織を挙げ

て改善に努めていることは評価できま

す。今後も引き続き、県と連携しながら、

上記再発防止策に取り組んでください。 

２ 財務体制改善（安定経営）に向けた取 

 組 

機構では、前中期経営計画（第二次計

画・令和２～４年度）の下、財務体制改

善（安定経営）に取り組み、令和４年度

決算では単年度黒字を達成しましたが、

令和５年度決算においては、同年度の包

括外部監査結果等を受けた過年度修正

損の計上や、その他会計（収益事業）に

係る事業収益の減少等により、再度赤字

決算となるなど、経営安定面ではなお改

善したとの評価までには至らない状況

です。現中期経営計画（第三次計画・令

和５～７年度）に掲げるように、戦略的

な公益事業の展開や組織体制の強化を

 

１ 当機構の組織運営の改善につ

いては、ご意見にありますよう

に、様々な事務処理の見直しを

進めています。 

今後も当機構の取組につい

て、多くの方が評価、応援いただ

けるよう、改善の結果を検証し、

更に、新たな改善に取り組むな

ど、運営の適正化に努めてまい

ります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２ 公益事業においては、県負担

金事業では、令和５年度及び６

年度では赤字が解消され負担金

の返還に至りました。令和７年

度予算においても、予算内で事

業執行できるよう取り組んでま

いります。 

また、銀座 NAGANO 運営事業に

おいては、リニューアルオープ

ン後の収支改善を図り、令和７

年度は黒字予算を立て、その実

現に向け取り組んでいます。 

収益事業においては、新規事

業を令和４年度に２事業、令和

６年度に２事業を立ち上げ、収
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目的とした公益事業収支（県負担金事

業・銀座 NAGANO 事業）の赤字解消や収

益事業における営業利益の拡大等の目

標達成に向け、県との連携に加え、機構

の自主性、主体性も可能な限り発揮しつ

つ取り組んでください。 

益性強化の取り組みを行ってい

ます。既存事業の一部事業では

黒字化に転じましたが、早期に

収益事業全体で黒字化できるよ

う取り組んでまいります。 

一般社団法人諏

訪観光協会 

所管部局（環境部）に対する意見 

１ 霧ヶ峰自然保護センター備品等の内

容再確認と整理 

霧ヶ峰自然保護センターには、現在で

はほぼ活用されていない 16 ミリフィル

ムが相当数保管されていますが、これら

は自然に関心のある方々には興味深い

内容と思われ、かつ現在では見ることの

できない貴重な映像が含まれている可

能性がありますので、可能なものは DVD

化するなど、必要に応じて有効活用が図

られるように保存措置を講じた上、指定

管理者に適切に管理させるよう検討し

てください。 

また、その他の備品等についても、内

容を再確認の上、活用の可能性がないも

のは廃棄するなど、指定管理者が備品等

の保守管理を行う上で、無用な注意を払

うことがないよう整理を検討してくだ

さい。 

 

１ 16 ミリフィルムは映像を確認

の上保存方法について検討しま

す。その他備品等については、引

き続き適切に管理を行います。 

特定非営利活動

法人 Nature  

Service 

所管部局（建設部）に対する意見 

１ 公園利用者の安全の確保 

南信州広域公園の公園施設の中に、落

雷警報設備、遊具の一部、浄水設備等、

老朽化のため使用できないものや、更

新・修繕が推奨されているものが散見さ

れます。これらについては、公園利用者

に危険を及ぼす恐れがあるとともに、指

定管理者の収支にも悪影響を及ぼす可

能性がありますので、指定管理者と連

絡・相談の上、必要と認められるものは

可能な限り早急に更新・修繕等の対応を

行ってください。 

また、近年は日本各地で局地的豪雨等

の異常気象や、熊による人身被害が頻発

しています。当公園の所在環境等を勘案

し、これらの事象についても、公園利用

者の被害予防のため、指定管理者と連

絡・相談しながら、必要な対策の実施に

努め、公園利用者の安全確保に万全を期

してください。 

 

１ 「公園施設長寿命化計画」を策

定し、修繕等の必要のあるもの

については優先順位を定め予算

要望を行い、可能な限り更新・修

繕等の対応を行ってまいりま

す。 

また、当公園の所在環境等を

踏まえ予想される自然災害等に

ついて、予約時に配布する確認

動画及び園内トイレ等への掲示

により公園利用者への注意喚起

を実施します。 

  

 監査委員事務局 

 


